
施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目11　ふるさと教育の充実 所管課
義務教育課（教育政策課、高校教育課、文化財・博物館

課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　 全ての学校において、地域の自然環境や歴史、伝統、文化、産業等について理解を深める学習活動を通して、子どもたちが

   地域の魅力や課題などを知り、地域社会の構成員の一人としての意識やふるさと北海道に対する愛着や誇りを育むとともに、

   未来を切り拓き、地域の将来を担う人材を育てる教育を推進する。

○　 地域の施設や人材等を効果的に活用した体験的な学習や探究的な活動などを通して、アイヌの人たちの歴史・文化等、北方

   領土、縄文遺跡群等について理解を深める教育を推進する。

○　本道の自然や歴史・文化・観光産業等の教育資源を効果的に活用して、ふるさと教育の充実に資する教員研修を推進する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和５年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

65.0

146.0%
4

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

  ふるさと教育・観光教育等推進事

業の実践事例交流会において、教育

資源や優良事例の情報提供を行うと

ともに、体験活動に係る実践事例を

Webページで発信したことにより、実

績値の割合が目標値を上回った。

点

R5.5

地域や社会をよくするた

めに何をすべきか考えて

いる児童生徒の割合(%)

（中） 39.7

42.8 45.9 49.0 52.0 55.0

149.3%

地域や社会をよくするた

めに何をすべきか考えて

いる児童生徒の割合(%)

（小） 49.5

76.8

52.6 55.7 58.8 61.9

4

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

  ふるさと教育・観光教育等推進事

業の実践事例交流会において、教育

資源や優良事例の情報提供を行うと

ともに、体験活動に係る実践事例を

Webページで発信したことにより、実

績値の割合が目標値を上回った。63.9

点

R5.5

アイヌの人たちの歴史・文

化等の学習において、施

設や人材・動画教材等を

活用している学校の割合

(%)（小）（中）

小７６．９

中７５．３

(R3)

100.0

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

  アイヌ教育相談員の活用について

周知するほか、Webページにおいて

授業等で活用できる施設や動画、各

学校の実践事例等を発信した。

R6.10

81.0 86.0 91.0 96.0

点
Ｒ６．７

点

89.0 92.0 95.0 98.0 100.0

Ｒ６．７

北方領土に関する学習に

おいて、施設や人材・動画

教材等を活用している学

校の割合(%)（小）（中）

小８４．８

中８５．９

(R3)

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

  「北方領土の語り部」の派遣や

「ジョバンニの島」の上映会等の実施

について周知するほか、授業等で活

用できる施設や動画、各学校の実践

事例等をWebページに掲載し、周知

した。R6.10

所管課ＨＰ
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令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ふるさと教育及び観光教育の充

実を図るふるさと教育・観光教育

等推進事業を実施し、実践交流会

等において地域資源の活用につい

て普及・啓発

（再掲：施策項目１（１））

②「北海道みんなの日条例」を踏

まえた教育活動の充実について、

周知・啓発

①-1 北海道ふるさと教育・観光

教育等推進事業の指定校を対象

とした実践交流会の開催（６月、

11月開催、実践校：小31校、中８

校、義務２校、協力校：小24校、中

19校、義務３校）

①-2 児童生徒が多様な他者と交

流する豊かな体験活動の充実に

係る取組事例をWebページに掲

載

②本道にゆかりのある偉人を題材

とした道徳教材「きた　ものがた

り」を活用し、ふるさとへの愛着を

育む教育活動を実施

①-1 北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育・観

光教育の在り方や授業改善の取組のポイントについて、

教員の理解が深まったが、引き続き、多くの指定校に取組

の趣旨等を広める必要がある。

①-2 地域資源を活用した豊かな体験活動の推進に進

捗が見られるが、趣旨等をより一層浸透させる必要があ

る。

②道徳教材「きた　ものがたり」の活用方法の理解につい

て、道徳教育推進会議参加者アンケートにおいて、授業で

の計画的な活用や校内研修での活用など、活用方法に

ついての理解に進捗が見られるが、全道の各学校が教育

活動に生かせるよう働きかけていく必要がある。

①②実践交流会での指定

校の実践発表を行ったこと

により、アンケートでは参加

校の９割以上の教員が授

業改善に向けて見通しをも

つことができたと肯定的な

回答が得られ、施策に係る

教員の理解に進捗が見ら

れる。

３　定性評価
取組

の柱
(1)身近な地域の自然環境や歴史、伝統、文化、産業等について理解を深める教育活動の推進

点

数
1 点

取組

の柱
(2)アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①啓発資料や教育資源活用サイト

「ふるさとＮａｖｉ」等において、授業

等で活用できる施設や動画等を

紹介するほか、各学校の実践成果

等をＷｅｂページに掲載し、周知・

普及

②「北方領土の語り部」の派遣や

「ジョバンニの島」の上映会等を実

施

①教育資源活用サイト「ふるさとＮ

ａｖｉ」及び教育資源検索サイト

「もっと知りたい！！『ほっかいど

う』」等の掲載内容の更新・周知

②-1 市町村への「北方領土の語

り部」（元島民・後継者）の派遣（８

管内12校）

②-2 小・中学校における北方領

土学習事業「ジョバンニの島」上

映北方領土学習会の活用（７管内

17校）

①北方領土に関する教育について、施設や人材、動画等

を活用した体験学習を実施している学校の割合が、R３か

らR４にかけて小学校で9.9ポイント、中学校で7.8ポイン

ト増加しているが、今後取組をより広く進める必要がある。

②-1,2　北方領土に関する教育について、施設や人材、

動画等を活用した体験学習を実施している学校の割合

が、R３からR４にかけて小学校で9.9ポイント、中学校で

7.8ポイント増加しているが、今後周知や活用をより一層

進める必要がある。

①②前年度と比較し、北方

領土の語り部の派遣や

「ジョバンニの島」の活用の

数に進捗が見られる。

①啓発資料や教育資源活用サイト

「ふるさとＮａｖｉ」等において、授業

等で活用できる施設や動画等を

紹介するほか、各学校の実践成果

等をＷｅｂページに掲載し、周知・

普及

②アイヌ教育相談員を活用した事

業の実施

③アイヌ工芸品の貸出

①教育資源活用サイト「ふるさとＮ

ａｖｉ」及び教育資源検索サイト

「もっと知りたい！！『ほっかいど

う』」等の掲載内容の更新・周知

②市町村へのアイヌ教育相談員の

派遣（R４：８管内11市町→R５：

11管内16市町）

③アイヌ工芸品の貸出（R４：７管

内９市町→R５：12管内15市町

村）

①アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育について、

施設や人材、動画等を活用した体験学習を実施している

学校の割合が、R３からR４にかけて小学校で7.1ポイン

ト、中学校で6.8ポイント増加しているが、今後取組をより

広く進める必要がある。

②③アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育につい

て、施設や人材、動画等を活用した体験学習を実施して

いる学校の割合が増加傾向にあるが、周知や活用をより

一層進める必要がある。

①②③アイヌの人たちの歴

史・文化等に関する教育に

ついて、施設や人材、動画

等を活用した体験学習を実

施している学校の割合が増

加傾向にあるほか、前年度

と比較し、アイヌ教育相談員

の派遣やアイヌ工芸品の貸

出等の数に進捗が見られ

る。

取組

の柱
(3)北方領土に関する教育の充実

点

数
1 点

取組

の柱
(4)北海道・北東北の縄文遺跡群をはじめとした世界遺産に関する教育の充実

点

数
0 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ふるさと教育・観光教育等推進

事業の学習テーマとして、新たに

「縄文遺跡群」「北海道の文化遺

産等」を設定し、指導プログラムを

活用した実践を支援

②Ｗｅｂページ活用による各学校

の実践成果等の周知・普及

①ふるさと教育・観光教育等推進

事業の実践校（７校）による北海

道縄文遺跡群等に係る指導プロ

グラムの活用

②ふるさと教育・観光教育等推進

事業の指定校（８７校）による実践

事例交流会及びＷｅｂページでの

実践事例の発信

①北海道・北東北の縄文遺跡群をはじめとした世界遺産

に関する教育の充実に向けて、実践校が指導プログラム

を活用し、取組を進めたが、さらに多くの学校に活用を広

めていく必要がある。

②ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校が、実践

事例交流会やＷｅｂページにおいて、自校の取組の具体

等を明確に発信することができたが、取組をより広く発信

していく必要がある。

①②実践校・指定校以外の

学校に対し施策に係る指導

プログラムの活用を一層促

す必要がある
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取組

の柱
(5)ふるさと教育の充実に資する教員研修の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教員を対象とした研修の実施 ①北海道ふるさと教育・観光教育

等推進事業の指定校及び参加を

希望する教員を対象とした実践交

流会の開催（６月、11月開催、指

定校の教員：88名、指定校以外の

教員：25名）

①北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育・観光

教育の在り方や授業改善の取組のポイントについて、教

員の理解が深まったが、実践事例交流会の実施をより広

く周知し、ふるさと教育の充実に向けた取組を各学校に促

す必要がある。

①実践交流会に参加した

指定校のアンケート結果に

おいて、授業改善の取組の

ポイントが理解できたと全

ての参加者が回答するな

ど、施策に係る教員の理解

に進捗が見られる。

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

　取組の柱（１）身近な地域の自然環境や歴史、伝統、文化、産業等について理解を深める教育活動の推進

　○　引き続き、北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校を中心に、授業改善の取組のポイントや地域資源を活用した体験活動

　　　等の理解を促す取組を推進する。

　取組の柱（２）アイヌの人たちの歴史・文化等に関する教育の充実

                （３）北方領土に関する教育の充実

　○　引き続き、アイヌ教育相談員の活用や「北方領土の語り部」の派遣等について周知するとともに、啓発資料や教育資源活用サイト等に

　　　おいて、授業等で活用できる施設や動画等を紹介し、より多くの学校が取組を進めるよう促す。

　取組の柱（４）北海道・北東北の縄文遺跡群をはじめとした世界遺産に関する教育の充実

　○　北海道縄文遺跡群等に係る指導プログラムについて、北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業の指定校以外の学校においても広く

　　　活用を促し、縄文遺跡群等について理解を深める教育を推進する。

　取組の柱（５）ふるさと教育の充実に資する教員研修の充実

　○　引き続き、北海道に対する愛着や誇りを育むふるさと教育の充実に向けて、より多くの学校が指定校の取組を参考にできるよう、実践事

　　　例交流会の実施と併せて、実践事例を広く周知する。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

4.0 0.8 4.8 順調
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点

R6.4

100.0

76.2%

1

英語教育実

施状況調査

（文科省）

　　「S-TEAM教育推進事業」に係る

授業研究セミナーを通して、探究的な

学びで必要となる言語活動の重要性

を各教員が認識し、授業改善を推進

した。言語活動が活発となり、普通

科、専門学科及び総合学科における

スピーキングとライティングのテストの

実施率が向上した。
76.2

英語の発信力に係るス

ピーキングテスト及びライ

ティングテストの両方を実

施している高校の学科の

割合(%) 58.0

100.0 100.0 100.0 100.0

4

英語教育実

施状況調査

（文科省）

　　学校訪問や各種研修会において、

指導主事等がCAN-DOリストを活用

した学習指導やパフォーマンステスト

の実施について指導助言した。その

結果、教師が生徒の学習状況を正確

に把握することができるようになり、効

果的な指導の充実が図られた。

中９６．６

高87.8

点

R6.4

「CAN-DOリスト」の学習

到達目標の達成状況を把

握している中学校・高校の

割合(%)

中81.2

高82.3

85.0 88.0 90.0 95.0 100.0

108.5%

高校卒業段階で英検準２

級以上を取得又は英検準

２級以上の英語力を有す

ると思われる生徒の割合

(%)
44.1

60.0

94.8%
3

英語教育実

施状況調査

（文科省）

　高等学校教育課程編成・実施の手

引を活用した北海道高等学校各教

科等教育課程研究協議会を通して、

学習指導及び学習評価の改善・充実

を図り、授業における言語活動が積

極的に実施されるようになるととも

に、生徒の英語力が向上した。
49.3

52.0 54.0 56.0 58.0

点

R6.4

3

英語教育実

施状況調査

（文科省）

　実践指定校による実践研究及び成

果の普及や教員の指導力向上に向

けた研修を実施した。

49.1

点

R6.4

中学校卒業段階で英検３

級以上を取得又は英検３

級以上の英語力を有する

と思われる生徒の割合

(%)

47..4

52.0 54.0 56.0 58.0 60.0

94.4%

道内の公立高校における

留学者の割合(%)

0.01

R7.3

0.20 0.40 0.60 0.80

R7 R8 R9 調査期日

1.00

高等学校等

における国際

交流等の状

況について

（文科省）

　海外留学プログラムの提供や留学

支援に係る取組を促進した。

　関係機関と連携し、留学経験者によ

る体験講話及び道内大学に在籍する

留学生を道立高校に派遣するなど異

文化交流の機会を充実した。

　オンライン交流の機会を提供した。

点

R6.7～10

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目12　グローバル人材の育成 所管課 高校教育課（義務教育課）

２　定量評価

指標
基準値

(R3)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　北海道に求められるグローバル人材像を踏まえ、多くの高校生が海外へ羽ばたけるよう、グローバル人材育成の機運を醸成し

　　ながら、留学の促進に向けて、留学の受入先の確保などの総合的な支援を推進する。

○　　小学校段階から系統的な英語教育を進め、高校卒業段階において、日常的なコミュニケーションができる程度の英語力を育

    成するとともに、英語以外の外国語を学ぶ生徒を支援する取組を推進する。

○　　多文化共生社会の実現に向けて、全ての学校において国際理解教育を充実させるとともに、異文化交流等の機会を創出する

　　など、生徒が留学生や地域の外国人等と交流する取組を促進する。

○　　ＩＣＴの積極的な活用により、本道の児童生徒が海外の子どもたちとオンラインでつながる機会を創出し、持続可能な開発のた

　　めの教育（ESD）における協働的な学びを充実させ、必要な能力・態度を育成する取組を推進する。

前年度

の状況

評価年度（令和５年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ
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令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①オンライン交流など、高校生の国

際理解や国際交流の機会の充実

（再掲：施策項目１（３））

①-1高校生が地球規模の諸課題

の解決に向けて探究した成果を、

海外の高校生と交流する機会の

設定

①-2道立学校延べ22校が12の

国・地域の学校とオンライン交流を

実施

①-3 11月から６週間、道立学校

生徒９名とアルバータ州生徒15名

がオンライン交流を実施

①-１ 生徒は、海外の生徒に対する成果の発表や質疑応

答などの交流を通して、探究活動の質やグローバルな視

点で探究活動への意欲を向上させることができた。

①-２ 身近なツールを用いて国際交流の機会の充実を図

り、生徒の国際理解や外国語への学習意欲の向上に繋

げることができた。一方で、時差や学期の違い等に留意し

て、交流する日程等を調整する必要がある。

①-３ オンライン交流に参加した９名全員が、相手国の文

化を深く理解し、事業に参加してよかったと回答。アル

バータ側生徒の希望者が多いので、北海道側生徒の参

加者が増えるよう、事業を一層周知する必要がある。

①-１海外の高校生徒の交

流を通して、探究への機運

をより一層高め、グローバ

ルな視点で探究活動に取り

組む意欲が向上。

①-2台湾の学校１校と新

規に交流を開始でき、国際

交流の機会が増加。

取組

の柱
(4)ICTを活用したオンライン交流の推進

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①大学や関係機関等と連携して、

異なる文化や外国人とのふれあい

を深める体験交流等の機会の充

実

（再掲：施策項目１（３））

①異文化や外国人留学生と交流

する機会を充実させるため、

「Hokkaido Study Abroad

Program2023」を実施。

 高校生の大学派遣は、北海学園

大学会場に30名が参加、北海道

大学会場に36名参加（参加生徒

数R4:24名→R5:66名、会場数

R4:１→R5:２）

 留学生の高校派遣は、全道23校

に延べ34名を派遣（派遣留学生

数R4:31名→R5:34名）

①参加者の９割以上が留学生との文化交流が有意義

だったと回答。また、参加者全員が留学経験者によるス

ピーチについて有意義だったと回答。留学生等との交流

により、異文化や多様な価値観に触れる機会を創出でき

た。

　　参加希望者が増えているため、連携大学を拡大し、定

員を増やす必要がある。高校生の大学派遣について、会

場が札幌のみであり、遠方に居住する生徒は参加が困難

なことが課題て゛ある。

①新たに北海学園大学と

連携でき、異文化交流の機

会を増やすことができた。

①英語の組織的・計画的な授業改

善等のため英語教育改善推進事

業の実施と成果の普及

②教員向けの研修や授業研究セ

ミナー等を通して、教員の教科指

導力の向上を図ることによる英語

教育の推進

①-1 英語教育改善推進事業にお

ける実践指定校の指定及び実践

指定校による授業改善に係る実践

研究及び成果の普及

①-2 実践指定校の推進教員によ

る実践等をクラウドで共有する

「E-NETコミュニティ」の実施

②-1 推進教員等を対象に「E-

Lineセミナー」を開催（第１回

119名、第２回　29名、第３回

160名）

②-2 授業改善のため道内４ブ

ロックにおいて授業研究セミナーを

開催（98名）

①-1 実践指定校において、英語の組織的・計画的な授

業改善が推進されたが、今後実践指定校の研究の成果

を広く周知し、各学校で活用できるようにする必要があ

る。

①-2 推進教員による実践等をクラウドで共有したことに

より、他地域の実践を参考にして授業改善が推進された。

②-1「E-Lineセミナー」を開催し、文部科学省の調査官

による講義や推進教員による実践発表を行ったことによ

り、全道の英語担当教員の授業改善に係る理解が深まっ

た。

②-2 道内４ブロックにおいて授業研究セミナーを開催し、

参加者は研究協議を通して、効果的な言語活動やパ

フォーマンステストについて理解を深めた。

①②研修への参加や実践

成果の普及などを通じて、

多くの教員が言語活動を通

した指導のイメージをもちな

がら授業づくりに取り組む

ことができるようになった。

　教員の指導力向上等によ

り、英検準２級以上相当の

英語力を有する道内高校

生の割合が上昇した。

（R3:44.1%→

　　　　　　　　　　R4:46.5%）

取組

の柱
(3)異文化交流や多様な価値観に触れる機会の創出

点

数
1 点

取組

の柱
(2)外国語教育の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①海外留学による高校生の国際

理解や国際交流の機会の充実・支

援の推進

①高校生交換留学促進事業の実

施及び渡航費補助の実施

アルバータ州（10名が参加）

ハワイ州（５名が参加）

ニュージーランド（５名が参加）

留学参加者R4：15名→R5:20名

その他、北海道青少年中国友好訪

問事業を実施（16名が参加）

高校生留学促進事業で３校４プロ

グラム28名に対し、渡航費用の一

部を補助

①交換留学参加者の９割以上が、将来また留学をしたい

と回答しており、留学機運の醸成及び高校生による海外

留学の促進につながっている。参加を希望する高校生が

多いことから、定員や国・地域を増やす必要がある。

①ニュージーランドとの交

換留学を開始し、また、北海

道青少年中国友好訪問事

業を実施したことにより、国

際交流の機会拡大につな

がった。

３　定性評価
取組

の柱
(1)留学機運の醸成及び高校生による海外留学の促進

点

数
1 点
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2.8 1.0 3.8 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

 取組の柱（１）留学機運の醸成及び高校生による海外留学の促進

               （４）ICTを活用したオンライン交流の推進

　○　海外留学やオンライン交流など、高校生の国際理解や国際交流の機会の充実及び支援を推進する。

 取組の柱（２）外国語教育の充実

　○　生徒の英語力向上推進事業における実践指定校による実践研究及び実践成果の普及を図る。

　○　引き続き、教員の指導力向上に向けた英語教育に係る研修を実施する。

　○　授業改善のための授業研究セミナーにおける言語活動に係る事例集を活用し、教員の教科指導力の向上を図る。

 取組の柱（３）異文化交流や多様な価値観に触れる機会の創出

　○　大学や関係機関等と連携して、異なる文化や外国人とのふれあいを深める体験交流等の機会の充実を図る。

       オンライン交流など、高校生の国際理解や国際交流の機会の充実を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目13　ＩＣＴの活用推進 所管課
ＩＣＴ教育推進課（高校教育課、義務教育課、特別支援教

育課、生徒指導・学校安全課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　学習指導要領に位置付けられた情報活用能力の育成に向けて、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図り、各学校に

　　おけるカリキュラム・マネジメントの充実を図る。

○　　各教員が教科等の指導において効果的にＩＣＴを活用し、学習指導要領が求める「主体的・対話的で深い学び」を実現できる

　　よう、指導助言や研修を実施するなどして、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図る。

○　　校長のリーダーシップの下、組織的にＩＣＴ活用を展開できるよう、校内の推進体制や教育課程におけるＩＣＴ活用の位置付け、

　　研修計画などについて明らかにし、学校が一体となった取組の充実を図る。

○　　ＧＩＧＡスクール構想によって整備されたＩＣＴ環境が適切に維持・管理されるよう、自校のＩＣＴ環境整備の方針を明確にすると

　　ともに、児童生徒が家庭等で端末を有効に活用して学ぶことができるよう、学校外での端末の安全・安心な利用環境を整え、対

　　面授業とオンライン学習のハイブリッド型の学びのサイクルの構築に取り組む。

前年度

の状況

　 評価年度（令和  年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

100.0

99.1%
3

全国学力・

学習状況調

査（文科

省）

　　ＩＣＴ機器やネットワーク維持管理

のトラブル対応を行う「サポートデス

ク」等の相談対応や、授業におけるＩ

ＣＴ活用に関する取組事例や学習コ

ンテンツの情報発信により、全国平均

（小：65.2％、中：62.6％）より高い

水準にある。

点

R5.4

授業にＩＣＴを活用して指

導することができる教員の

割合(%)（小、中、高、特） 91.1

（R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

児童生徒一人一人に配備

されたＩＣＴ機器を活用し

た授業が行われた小・中

学校の割合(%)

小69.9

中63.7

小76.6

中70.1

小76.0

中72.0

小84.0

中78.0

小91.0

中85.0

小98.0

中92.0

学校における

教育の情報

化の実態等

に関する調査

（文科省）

　　ＩＣＴ活用に関する研修会や協議会

の実施のほか、授業におけるＩＣＴ活

用に関する取組事例や学習コンテン

ツの情報を掲載した広報誌やポータ

ルサイト等による情報発信を行った。

R6.10

点

R6.3

３　定性評価
取組

の柱
(1)児童生徒の情報活用能力の育成に資する実践の普及・啓発

点

数
1 点

100.0

学校における

教育の情報

化の実態等

に関する調査

（文科省）

　　ＩＣＴ活用に関する研修会や協議会

の実施のほか、授業におけるＩＣＴ活

用に関する取組事例や学習コンテン

ツの情報を掲載した広報誌やポータ

ルサイトの等による情報発信を行っ

た。R6.10

情報活用の基盤となる知

識や態度について指導す

ることができる教員の割

合(%)（小、中、高、特）
96.1

（R3)

100.0 100.0 100.0 100.0

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ＩＣＴ活用ポータルサイトによる小

中高の12年間を見通した情報活

用能力の育成に関する情報提供と

活用支援

②小・中学校教育課程改善の手

引等において、ＩＣＴを活用した授

業改善について掲載

③「ＧＩＧＡワールド通信」等で情報

モラルに関する情報を掲載

①全道協議会（R５、１月、２回）に

おいて、文部科学省のリーディング

ＤＸスクールの指定校（小３校、中１

校、高１校）の事業成果や好事例

を周知

②ＩＣＴを活用した授業改善につい

て、教育課程改善の手引に掲載

し、Ｗｅｂページで周知するととも

に、指導主事の学校訪問で教育課

程改善の手引を活用した指導助

言

③「ＧＩＧＡワールド通信」等で情報

モラル等に関する情報を掲載（４

月、７月、12月）

①指定校の事業成果や好事例を周知するとともに、参加

者による協議等を通じて、各学校におけるＩＣＴ活用の取組

の充実に寄与している。引き続き、ＩＣＴ活用ポータルサイト

により、活用に関する好事例の紹介や資料提供等の支援

が必要である。

②ほぼ全ての学校において１人１台端末等のＩＣＴ活用に

係る校内研修を実施しており、授業改善が進展している。

取組を継続するため、引き続き、各学校の好事例の周知

や指導主事による学校訪問等での指導助言が必要であ

る。

③子どもたちの情報モラル育成に向けた事例として、学校

と家庭の連携による取組事例を掲載する等、情報モラル

育成の取組の充実に寄与している。子どもたちの情報活

用能力の育成に向けて、引き続き、情報モラルやメディア・

リテラシー等に関する情報提供等の支援が必要である。

①・③各種情報の更新や

リーディングＤＸスクール事

業等の情報を掲載する等、

コンテンツを充実

②　各学校において、１人１

台端末等のＩＣＴを活用した

研修が充実

点

R6.3

所管課ＨＰ
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①ＩＣＴ活用ポータルサイトによる小

中高の12年間を見通した情報活

用能力の育成に関する情報提供と

活用支援

②小・中学校教育課程改善の手

引等において、ＩＣＴを活用した授

業改善について掲載

③「ＧＩＧＡワールド通信」等で情報

モラルに関する情報を掲載

①全道協議会（R５、１月、２回）に

おいて、文部科学省のリーディング

ＤＸスクールの指定校（小３校、中１

校、高１校）の事業成果や好事例

を周知

②ＩＣＴを活用した授業改善につい

て、教育課程改善の手引に掲載

し、Ｗｅｂページで周知するととも

に、指導主事の学校訪問で教育課

程改善の手引を活用した指導助

言

③「ＧＩＧＡワールド通信」等で情報

モラル等に関する情報を掲載（４

月、７月、12月）

①指定校の事業成果や好事例を周知するとともに、参加

者による協議等を通じて、各学校におけるＩＣＴ活用の取組

の充実に寄与している。引き続き、ＩＣＴ活用ポータルサイト

により、活用に関する好事例の紹介や資料提供等の支援

が必要である。

②ほぼ全ての学校において１人１台端末等のＩＣＴ活用に

係る校内研修を実施しており、授業改善が進展している。

取組を継続するため、引き続き、各学校の好事例の周知

や指導主事による学校訪問等での指導助言が必要であ

る。

③子どもたちの情報モラル育成に向けた事例として、学校

と家庭の連携による取組事例を掲載する等、情報モラル

育成の取組の充実に寄与している。子どもたちの情報活

用能力の育成に向けて、引き続き、情報モラルやメディア・

リテラシー等に関する情報提供等の支援が必要である。

①・③各種情報の更新や

リーディングＤＸスクール事

業等の情報を掲載する等、

コンテンツを充実

②　各学校において、１人１

台端末等のＩＣＴを活用した

研修が充実

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教員のＩＣＴ活用指導力の向上

を図るため、研修会や協議会を実

施

②オンデマンド研修及び校内研修

プログラム等のコンテンツの充実と

校内研修の推進

①-1　ＩＣＴ活用指導者養成研修

の実施（５月241名参加）

①-2　各管内においてＩＣＴ活用の

状況や好事例を共有するコンソー

シアム協議会を開催

①-3　教員のニーズを踏まえた、ク

ラウドサービスの基本的な操作方

法に関するオンライン操作研修の

実施（５月～７月720名参加）

②　講師派遣等による校内研修の

支援

①-1　ＩＣＴ活用を推進する指導者の養成を目的としたＩＣ

Ｔ活用指導者養成研修の実施により、学校におけるＩＣＴ

の活用推進及び学びの充実に寄与している。参加者間の

意見交流及び課題に応じた意見交流の時間を確保する

など、研修内容の精選と充実が必要である。

①-2　コンソーシアム協議会の実施を通じて、ＩＣＴを活用

した好事例やＩＣＴ活用に関する課題及び解決策について

共有する等、各学校におけるＩＣＴ活用に寄与している。教

育局主催の協議会において、先進事例や好事例等につい

て情報提供するなどの支援が必要である。

①-3　教員のニーズを踏まえた、オンライン操作研修の実

施により、授業等における１人１台端末の効果的な活用に

寄与。ＩＣＴを日常的に活用するとともに、教科の学びを深

める活用や教科の学びの本質に迫る活用の充実が必要

である。

②学校のニーズに応じた校内研修の支援により、学校に

おけるＩＣＴ活用に関する諸課題の解決に向けた取組に寄

与している。ＩＣＴ活用ポータルサイトに教員のICT活用指

導力に応じたコンテンツの提供等の支援が必要である。

①②学校・教員のニーズに

応じたオンデマンド研修動

画、配付資料等の作成によ

りコンテンツを充実した。

④関係機関と連携し作成したネッ

トトラブル未然防止啓発資料をＷｅ

ｂページに掲載

⑤ネットの安全・安心な利用に向

け、教職員、保護者を対象とした講

習会を実施

④「ネットトラブル未然防止のため

の総合ヘルプサイト」でネットトラブ

ル未然防止啓発資料を掲載（６

月、９月、12月、２月）

⑤各管内ごとに、ネットパトロール

講習会、子どもたちをネットトラブ

ルから守るための保護者向け学習

会を実施（開催時期：8～2月、参

加人数：講習会224名、学習会：

1,278名）

④ネットパトロールの結果を基に、教職員向けと保護者向

けの啓発資料それぞれに事例を掲載する等、子どもたち

のネットトラブルの未然防止に向けた取組の充実に寄与し

ている。子どもたちのネットトラブル未然防止に向けて、引

き続き、最新の情報提供が必要である。

⑤児童生徒のネットトラブルの未然防止や早期発見・早

期対応に資するためのネットパトロール講習会の実施によ

り、児童生徒のインターネットや携帯電話の利用状況の確

認、ネットパトロール技術について理解を深めることに寄

与している。また、保護者向け学習会では、フィルタリング

の利用や家庭でのルールづくりの重要性についての理解

を深めることに寄与。子どもたちのネットトラブル未然防止

に向けて、引き続き、最新の情報提供が必要である。

④・⑤日々アップデートされ

るネットトラブルの事例に応

じたコンテンツを充実

取組

の柱
(2)教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実

点

数
1 点

取組

の柱
(3)情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ＩＣＴ環境の管理・運用に関する、

サポートデスクや「ＧＩＧＡトラブル

相談センター」等による学校・市町

村教委のニーズに応じた相談対応

などの支援の充実

②学校におけるＩＣＴの円滑な活用

を図るため、学校業務を支援する

スタッフ等を対象とした研修会の

実施

③道立学校のＩＣＴ機器や教育情

報通信ネットワーク等を、事務職員

が教員と連携して日常的に維持・

管理できる体制の構築

④道立学校事務職員を対象とした

クラウドサービスの基本的な操作

の習得

⑤市町村における情報通信技術

支援員（ＩＣＴ支援員）などの外部

人材の配置を促進

①-1　ＩＣＴサポートデスクを設置

し、相談業務に対応（217件２月

末現在）

①-2　ＧＩＧＡスクール運営支援セ

ンター整備事業を活用した相談対

応の実施（1,451件２月末現在）

①-3　北海道ＧＩＧＡスクール推進

協議会の開催（５月、８月、11月延

べ302自治体参加）

②学習支援スタッフ等ＩＣＴ活用研

修の開催（９月186名参加）

③道立学校教育情報通信ネット

ワーク等維持・管理研修会の開催

（６月、７月、８月1,392名参加）

④Google　Work　for

Education基本操作研修会の開

催（12月、１月、２月708名参加）

⑤ＩＣＴ支援員の道内市町村の配

置状況と活用事例を掲載したリー

フレットを市町村教育委員会に配

布（12月）

①-1　学校・市町村教育委員会のニーズに応じたＩＣＴ活

用サポートデスクによる電話相談等の支援が充実した。学

校や地域によりＩＣＴ環境や活用の状況が異なることから、

ニーズに応じた丁寧なプッシュ型支援が必要である。

①-2　各学校に対する基本的なＩＣＴ機器の操作方法やト

ラブル等への対応により、クラウド活用による個に応じた

指導や協働的な学びの充実など、授業におけるＩＣＴの効

果的な活用に寄与している。ＩＣＴ活用に難しさを感じてい

る学校や教員に対して、ヘルプデスクによる支援では解決

が困難なこともあり、ＩＣＴ活用指導力や端末活用の学校

間、教員間格差の解消が必要である。「無線ＡＰとの接続

が断続的に途切れる、一部の端末が接続できない。」等の

トラブルの発生や、トラブル解決に時間を要し、ＩＣＴ利活

用の一時停滞が生じた。

①-3　広域連携による意見交換・情報交換を通じ、市町

村教育委員会によるＩＣＴ活用教育のサポート体制強化に

寄与している。Ｒ６以降、１人１台端末の共同調達を円滑に

実施する内容を盛り込むに当たり、それを踏まえた各回の

実施テーマの検討が必要である。

②　学校におけるＩＣＴ活用の基本的な考え方や１人１台端

末の活用を支援するポイント等に関する研修の実施によ

り、学校におけるＩＣＴの円滑な活用促進に寄与している。

学校におけるＩＣＴの円滑な活用促進に向けて、学校業務

を支援するスタッフ等との一層の連携が必要である。

③④　事務職員による学校のＩＣＴ管理体制等の強化に寄

与している。事務職員間のＩＣＴに関する意識や知識技能

の格差の解消が必要である。

⑤　市町村におけるＩＣＴ支援員などの外部人材の配置を

啓発した。地域によっては支援員の人材確保が困難なこと

が課題である。。

①～⑤道立学校を対象とす

る「ＧＩＧＡトラブル相談セン

ター」による支援を継続して

実施する。

新たに、札幌市を除く全市

町村教育委員会等で構成

する「北海道ＧＩＧＡスクール

推進協議会」を設置し、ＩＣ

Ｔの効果的な活用や学校へ

の支援方策について、市町

村間の情報共有を行うな

ど、全ての学校を対象とし

た支援の強化や民間事業

者を含む組織的な支援体

制を充実する。

　学校や市町村教育委員会

のニーズに応じた電話相談

等の支援の充実及び学校

業務を支援するスタッフ等

のニーズを踏まえた研修を

充実する。
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取組

の柱
(4)感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①　授業におけるＩＣＴ活用及びオ

ンライン学習に関する取組事例や

学習コンテンツの情報を掲載した

広報誌やポータルサイト等による情

報発信（ポストコロナ）

①　（ページ更新35回、アクセス数

21,000件、広報誌９回発行）

①　ＩＣＴを活用した授業改善の取組や実践事例等の資料

をＩＣＴ活用ポータルサイトや広報誌等により提供。学校や

教員によりＩＣＴ活用指導力が異なることから、ニースを踏

まえた資料の提供が必要

①緊急時の端末の持ち帰り

100%を達成した。

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①学習者用デジタル教科書の効

果・影響等に関する実証研究事業

②学びの保障・充実のための学習

者用デジタル教科書実証事業へ

の参加

③小・中学校教育課程改善の手

引等において、英語のデジタル教

科書の活用場面の例を掲載

①１市（小７校、中３校）、３道立学

校（小学部、中学部）が実施

②学習者用デジタル教科書を英

語は1,554校（小971校、中583

校）、算数・数学は782校（小486

校、中296校）に配付

③デジタル教科書の活用場面につ

いて、教育課程改善の手引に掲載

し、Ｗｅｂページで周知するととも

に、指導主事の学校訪問で教育課

程改善の手引を活用した指導助

言を実施

①② 導入した多くの学校で、児童生徒一人一人が取り組

む学習や協働的に取り組む学習でデジタル教科書の活

用が進展。一層の活用に向けて、引き続き、各学校におい

て、積極的に活用するよう働きかけが必要。

③引き続き、指導主事の学校訪問等により、デジタル教科

書の具体的な活用場面などについて指導助言が必要。

①～③各学校において、デ

ジタル教科書の活用が充

実してきている。

取組

の柱
(5)学習者用デジタル教科書の効果的な活用

点

数
1 点

3.0 1.0 4.0 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

 取組の柱（１）児童生徒の情報活用能力の育成に資する実践の普及・啓発

　　　　　　　　 （２）教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実

　　　　　　　　 （３）情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援

　○　定量評価における３つの指標については、引き続き、ＩＣＴ機器やネットワーク維持管理のトラブル対応を行う「サポートデスク」等での相

　　　談対応、授業におけるＩＣＴ活用に関する取組事例や学習コンテンツの情報発信、ＩＣＴ活用に関する研修会や協議会を実施するほか、授

　　　業におけるＩＣＴ活用に関する取組事例や学習コンテンツの情報を掲載した広報誌やポータルサイトによる情報発信の充実を図る。

 取組の柱（１）児童生徒の情報活用能力の育成に資する実践の普及・啓発

　○　ＩＣＴ活用ポータルサイトにおいて、各種情報の更新やリーディングＤＸスクール事業等の情報を掲載する等、コンテンツを充実する。

 取組の柱（２）教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実

　○　学校・教員のニーズに応じたオンデマンド研修動画、配付資料等の作成によりコンテンツを充実する。

 取組の柱（３）情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援

　○　１人１台端末の共同調達を円滑に実施するとともに、北海道ＧＩＧＡスクール推進協議会において１人１台端末のICT利活用の推進を

　　踏まえた各回の実施テーマを選定し、各市町村を支援する。

　○　学校や市町村教育委員会のニーズに応じた電話相談等の支援や、学校業務を支援するスタッフ等のニーズを踏まえた研修の充実を

　　図る。

　○　地域のデジタル人材の育成に資するため、道立学校においてＩＣＴ支援員を活用したコンサルティングを行い、ＩＣＴの活用を推進する。

　○　今後の更なるＩＣＴ機器やデジタル教材等の利活用に向けて、通信ネットワーク環境の最適化を図るため、道立学校における通信ネット

　　 ワークを分析・診断（アセスメント）を実施する。

 取組の柱（４）感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援

　○　学校・教員のニーズに応じた取組事例の収集や学習コンテンツの作成によりICT活用ポータルサイトや広報誌等を充実する。

 取組の柱（５）学習者用デジタル教科書の効果的な活用

　○　引き続き、指導主事の学校訪問等において、道教委の教育課程改善の手引きをもとにしたデジタル教科書の効果的な活用や、デジタル

    と他の様々な教材等を効果的に組み合わせて指導することの大切さ等について指導助言する。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目14　いじめ防止の取組 所管課 生徒指導・学校安全課（義務教育課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　 学校、家庭、地域、行政の連携を一層強め、いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実を図り、子どもたちが

   いじめの被害者にも加害者にもならずに安心して過ごせる居場所づくりを全校で推進する。

○　 全ての子どもたちが、「いじめは絶対に許さない」という意識を持ち、望ましい人間関係を構築するなど、子どもの健やかな成

   長を促す生徒指導を展開し、子どもが主体的に取り組むいじめの未然防止の取組の充実を図る。

○　 いじめ被害や子どもの不安・悩みを早期に把握し、学校・家庭が協力して対応できるよう、スクールカウンセラー等と連携した

   教育相談や、24時間対応の電話、SNSを活用した相談窓口の活用など、相談体制の充実を図る。

○ 　ネット上のいじめやトラブルの防止、感染症等に関する偏見・差別、誹謗中傷等の防止に向けた取組を徹底するとともに、障が

   いや性的マイノリティなど配慮を要する子どもへのきめ細かな支援の充実を図る。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和５年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

100.0

84.1%

2

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

　「北海道いじめの防止等に向けた取

組プラン」を改定し、学校と教育委員

会の重点的・継続的な取組を明示し

た。高校生から直接、いじめ問題につ

いて意見を聴く、オンラインミーティン

グを２回開催した。 一方、社会全体で

いじめ加害者への処罰感情が高まっ

ており、加害者に対するいじめを容認

する考えもあることが、目標値に至ら

ない要因と考えられる。

点

R5.4

「いじめの認知件数」のう

ち、「解消しているもの」の

割合(%)（小、中、高）
小95.9

中96.5

高96.1

(R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

「いじめは、どんな理由が

あってもいけないことだと

思う」と回答した児童生徒

の割合(%)（小、中） 小86.9

中84.0

小85.6

中82.6

100.0 100.0 100.0 100.0

児童生徒の問

題行動・不登校

等生徒指導上

の諸課題に関す

る調査

（文科省）

　全道立学校で実地調査を実施し、

取組状況の確認及び組織的ないじめ

対応等に関する校内研修の実施状況

等を確認した。全道立学校の校長や

生徒指導主事を対象に研修を実施し

た。
R6.10

点

R6.10

3

いじめの問題の

実態把握及びそ

の対応状況等

調査

（道教委）

　いじめの防止や解決に向け、専門家

と連携した研修等の実施について３

回通知した。スクールソーシャルワー

カー相談会を各管内で実施し、必要

に応じて派遣するなど、相談体制の充

実に努めた。

 一方、学校は専門家を交えることが

効果的な事例かどうか判断に迷うこ

とが課題と考えられる。

小29.3

中35.8

高33.3

35.0 45.0 55.0 65.0

点

R5.12

望ましい人間関係の構築

に向けたソーシャルスキル

トレーニング等を複数回

実施している学校の割合

(%)（小、中、高）

小23.6

中24.4

高28.6

30.0 50.0 65.0 80.0 100.0

143.0%

いじめ防止に向け、スクー

ルカウンセラーや弁護士

等の専門家を交えて研修

等を複数回行っている学

校の割合(%)（小、中、

高）

小12.7

中18.3

高12.9

75.0

93.7%

4

いじめの問題の

実態把握及びそ

の対応状況等

調査

（道教委）

　中１ギャップ問題未然防止事業や高

校生ステップアッププログラム事業の

成果を周知した。また、集団カウンセリ

ング研修会等により、各学校における

ソーシャルスキルトレーニングの実施

を促進し、全ての校種で目標値を上

回る結果が得られた。

小44.2

中46.3

高38.2

点

R5.12

R5.12

100.0

87.3%

2

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

　ネットパトロール講習会等指導者養

成研修会を実施し、各種研修会にお

いてネットトラブル未然防止や早期発

見・早期対応できる環境を構築した。

また、年間を通して、不適切な書き込

み等を検出するネットパトロールの実

施などにより、ネット上のトラブル防止

に係る取組の浸透が図られた。

小75.1

中91.0

高95.9

関係機関と連携したネット

の不適切な利用の未然防

止等に関する防犯教室を

実施している学校の割合

(%)（小、中、高）

小72.2

中88.0

高93.1

（R3）

100.0 100.0 100.0 100.0

点

所管課ＨＰ
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３　定性評価
取組

の柱
(1)いじめの未然防止の促進

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①児童会や生徒会活動での主体

的ないじめ防止に取り組む活動の

推進

①-1 「北海道いじめの防止等に

向けた取組プラン」を改定（４月）

し、学校と教育委員会の重点的・継

続的な取組を明示

①-2 いじめ問題の対応について、

高校生から直接、いじめ問題につ

いて意見を聴き、今後の子ども政

策へ反映するため「高校生カフェ

ミーティング」をオンラインで開催

（11月、１月計12名参加）

①-1　道基本方針の改定及び取組プランに関する通知を

発出するとともに、各種会議等で、教育局担当者、市町村

教委担当者、全道代表高等学校長、北海道いじめ問題等

解決支援外部専門家チーム員等への説明を実施。現場教

員に直接説明する機会を設定できなかったことが課題で

ある。

①-2 SOSを出しやすくするための方法では、「気軽に相

談できる環境づくり」「先生と生徒の壁をなくす」など、いじ

めをしないための方法では、「学校内でいじめについて学

ぶ機会をつくる」「考えを共有できる場をつくる」等の貴重

な意見を得た。参加者を増やすため、周知方法や参加意

欲が湧くようなテーマ設定などの工夫が課題である。

①-1 取組プランを策定し、

公表した。

①-2 高校生から直接意見

を聞く取組を開始した。

取組

の柱
(2)いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①いじめを積極的に認知し、その

解決に向けた学校いじめ対策組織

による早期発見・早期対応の徹底

②いじめ対応に係る学校と教育委

員会の責務への理解深化を図る

教員研修の充実

①道立学校実地調査の実施（９～

11月）及びいじめの認知がない公

立学校における公表・検証状況の

把握（２月）

②-1 「いじめ対応ガイドブック・支

援ツール」を活用したいじめの積

極的認知や早期の組織的な対応

等に関する研修の実施

②-2 生徒指導研究協議会等の開

催（校長対象２回、生徒指導主事

対象１回、各管内１～２回）

①全道立学校を訪問し、管理職や教職員等へのヒアリン

グ等により、学校いじめ対策組織の実情を把握するととも

に、点検基準により取組状況の確認及び指導助言を実施

した。いじめの認知がない公立学校が約２割あることが課

題である。

②-1 年３回、道内の状況を踏まえたいじめの問題への対

応に係る通知を発出するとともに、いじめ対応の説明・演

習を実施した。全道立学校で研修を実施しているものの、

年複数回実施の公立学校は半数以下であることが課題

である。

②-2 全道立学校の校長を対象とした事例検討会及び生

徒指導主事を対象としたいじめ対応研修を実施した。

①実地調査の実施及び検

証状況の把握を開始した。

②-1 全道立学校で組織的

ないじめ対応等に関する校

内研修の実施を確認した。

②-2 全道立学校の校長や

生徒指導主事を対象に研

修を実施した。

取組

の柱
(3)教育相談体制の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①スクールカウンセラー・スクール

ソーシャルワーカーの派遣や、子ど

も相談支援センターの24時間対

応の電話、ＳＮＳを活用した相談事

業など、教育相談体制の充実

②１人１台端末を活用した児童生

徒の不安や悩みを早期に把握する

相談窓口の利用促進

①-1 スクールカウンセラー・スクー

ルソーシャルワーカーの派遣

（道ＳＳＷ :159回派遣）

①-2 子ども相談支援センターによ

る電話相談の実施

（相談件数延べ 1,832件）

①-3 ＳＮＳを活用した相談事業の

実施（相談件数延べ 299件）

② １人１第端末を活用した相談窓

口の設置

（相談件数延べ 510件）

①-1　スクールソーシャルワーカー相談会を各管内で実施

し、相談体制の充実に向けた取組を実施した。更なる相談

体制の充実のため、スクールソーシャルワーカーによる支

援についての啓発やアウトリーチ型派遣に向けたケースの

掘り起こしなどの取組が必要である。

①-2、3 相談を丁寧に傾聴し、適切な関係機関等に相談

することへの気付きを促すとともに、必要に応じて関係機

関と連携し、対応した。更なる相談体制の充実のため、相

談窓口の周知を継続するとともに、相談の質を高める取組

が必要である。

②　児童生徒から受けた相談に対し、市町村教育委員会

や学校と連携し、迅速に対応した。更なる相談体制の充実

のため、相談窓口について継続して周知する取組が必要

である。

①-1 スクールソーシャル

ワーカー相談会を各管内で

実施し、必要に応じて派遣

するなど、相談体制の充実

を図った。

①-2、3 相談に丁寧に対応

するとともに、必要に応じて

関係機関と連携し、対応し

た。

②　相談に対し、市町村教

育委員会や学校と連携し、

迅速に対応した。

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ネット上のトラブルの未然防止の

ため情報モラル教育の充実

②ネット上のトラブルの早期発見、

早期対応のためネットパトロールの

実施

① 教職員向け指導資料及び保護

者向け啓発リーフレットを作成し、Ｈ

Ｐに掲載

②-1 児童生徒ネットコミュニケー

ション見守り活動を実施

②-2民間会社に委託し、ネットパト

ロール業務を実施

① 定期的に教職員向け指導資料及び保護者向け啓発

リーフレットをＨＰにて周知。引き続き、指導者研修会を含

め、教職員及び保護者向けに働きかけることが必要。

②-1 ネットパトロール講習会等指導者研修会の実施や

各学校におけるネットパットロールを実施。ネットパトロール

の精度を上げるために、引き続き、指導者研修会や各学校

でのネットパトロールの取組が必要。

②-2 民間会社に委託し、ネットパトロール業務を実施。

ネットパトロールの精度を上げるために、引き続き、民間会

社でのネットパトロール業務が必要。

① 教職員向け指導資料及

び保護者向け啓発リーフ

レットを周知した。

②-1 ネットパトロール講習

会等指導者研修会及び各

学校におけるネットパトロー

ルを実施した。

②-2 民間会社によるネット

パトロール業務を実施した。

取組

の柱
(4)社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止

点

数
1 点
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2.8 1.0 3.8 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

　取組の柱（１）いじめの未然防止の促進

　○　いじめ防止基本方針の目指す姿である「迅速かつ組織的な対応による事案の長期化・深刻化の防止の徹底」に向け、学校等での

　　　「いじめ防止取組プラン」の取組状況等を評価し、改善に取り組む。また、オンラインによる高校生の意見交流の場を継続的に開催する

　　　ことで、子どもの意見をいじめ未然防止の施策に反映させる。

　取組の柱（２）いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実

　○　毎年度、ＰＤＣＡサイクルによる「学校いじめ防止基本方針」の点検・見直しをするよう通知するとともに、教育局による学校指導訪問等

　　　を通じて、点検基準や「点検チェックリスト」等により点検・見直しの状況を把握し、必要な指導助言を行う。毎年度、道立学校の校長や

　　　教職員を対象とした研修を実施し、いじめ事案への対応力と指導力の強化を図る。

　取組の柱（３）教育相談体制の充実

　○　引き続き、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣し、児童生徒の悩みや困難等に係るアセスメントを実施することに

　　　より、児童生徒の状況に応じた最適な対応を図れるよう、学校への支援を継続する。また、ケース会議にスクールカウンセラーやスクール

　　　ソーシャルワーカーを派遣し、学校への支援強化を図るとともに、スクールソーシャルワーカー相談会の拡充や各種相談窓口の相談員研

　　　修会の充実を図る。

　取組の柱（４）社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止

　○　引き続き、ネットトラブルを防止するために、ネットパトロールを強化させるための啓発活動及び指導者研修会の充実を図る。

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施策評価調書

１施策の状況

施策名 施策項目15　不登校児童生徒への支援の充実 所管課 生徒指導・学校安全課

２定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　学校において、子ども同士の良好な人間関係が構築されるとともに、子どもと教員との信頼関係が構築され、全ての子どもに

    とって安心感・充実感が得られる魅力ある学校づくりを推進する。

○　　学校において、校長のリーダーシップの下、教員がスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連携し、教育相談

     体制の充実を図るとともに、不登校の子どもたちを組織的・計画的に支援する体制整備を促進する。

○　　不登校の子どもたちへのきめ細かな支援を行うため、不登校支援の中核となる教育支援センターの設置促進や、学校と教育

    委員会、関係機関、関係団体等との連携を強化し、多様で適切な教育機会の確保に努める。

○　　学校において、不登校や感染症の回避のために登校しない子どもたちへの支援のため、１人１台端末を活用し、オンライン授業

    等による学習支援やカウンセリングを実施するなど、ＩＣＴを活用した適切な支援を推進する。

前年度

の状況

評価年度（令和５年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

100.0

児童生徒の

問題行動・不

登校等生徒

指導上の諸

課題に関する

調査

（文科省）

　　児童生徒仲良しコミュニケーション

活動奨励事業により、児童生徒が自

主的な活動を推進する絆づくりの教

育活動の充実を図るとともに、成果資

料により、仲間づくりの取組を普及啓

発した。点

R6.6

「児童生徒理解・支援

シート」を作成し、家庭、関

係機関等と連携し支援し

ている学校の割合(%)

（小、中、高）

小80.7

中92.8

高92.4

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

99.6%

児童・生徒会活動を通じ

て、人間関係や仲間づくり

を促進した活動を実施し

ている学校の割合(%)

（小、中、高）

小89.8

中91.5

高97.7

(R3)

R6.１０

100.0 100.0 100.0 100.0

3

児童生徒の

欠席に対する

対応状況等

に関する調査

（道教委）

　　各学校において、「児童生徒理解・

支援シート」を活用した組織的な支

援が行われるよう、調査結果を踏まえ

た指導通知を年２回発出するととも

に、「不登校支援ガイドブック」による

普及啓発を行ったことにより、本シー

トを活用し、家庭や関係機関等連携

した支援を行った学校の割合が増加

した。

小１００

中100

高98.8

点

R5.12

児童生徒の

問題行動・不

登校等生徒

指導上の諸

課題に関する

調査

（文科省）

　　各学校において、不登校児童生徒

が学校内外の相談や指導などの支

援につながることができるよう、前年

度の調査結果を踏まえた指導通知を

年２回発出するとともに、「不登校支

援ガイドブック」による普及啓発を

行った。
R6.１０

100.0 100.0 100.0 100.0

点

R6.6

不登校の子どもに対し、オ

ンラインによる学習指導や

教育相談を実施している

学校の割合(%)（小、中） 小44.0

中49.6

90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

88.9%

学校及び教育支援セン

ターやフリースクール等に

おいて相談・指導や支援

を受けた児童生徒の割合

(%)（小、中、高）

小79.6

中77.7

高93.8

(R3)

100.0

2

児童生徒の

欠席に対する

対応状況等

に関する調査

（道教委）

「不登校支援ポータルサイト」により、

オンライン学習や教育相談の実践事

例を提供するとともに、「不登校支援

ガイドブック」による普及啓発を行っ

たことにより、オンラインによる学習指

導や教育相談を実施した学校の割合

が増加した。
小80.8

中79.1

点

R5.12

所管課ＨＰ
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分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関）

R5.12

３定性評価
取組

の柱
(1)魅力あるより良い学校づくりの推進

点

数
1 点

100.0

88.6% 2

児童生徒の

欠席に対する

対応状況等

に関する調査

（道教委）

「不登校支援ポータルサイト」により、

オンライン学習や教育相談の実践事

例を提供するとともに、「不登校支援

ガイドブック」による普及啓発を行っ

たことにより、オンラインによる学習指

導や教育相談を実施した学校の割合

が増加した。88.6

不登校の子どもに対し、オ

ンラインによる学習指導や

教育相談を実施している

学校の割合(%)（高） 高77.9

100.0 100.0 100.0 100.0

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①いじめや暴力行為への毅然とし

た対応、教員の体罰等への厳正な

指導の徹底

②子どもたちが主体的に取り組む

共同的な活動を通して、互いに活

躍する場面を作る「絆づくり」の推

進

①組織的な生徒指導の充実に向

けた指導資料「『生徒指導提要』

概要版」の作成及び普及啓発

（12月）

②児童生徒仲良しコミュニケー

ション活動奨励事業による学校及

び市町村教育委員会の取組の促

進及び取組事例の普及啓発（２

月）

①学校や教育委員会への指導助言や生徒指導に係る校

内研修の充実に向けた指導資料を作成したことにより、組

織的な生徒指導について理解促進を図った。今後、各学

校等において、本資料を積極的に活用し、組織的な生徒

指導をより一層充実させる必要がある。

②児童生徒仲良しコミュニケーション活動奨励事業による

学校及び市町村教育委員会の取組を促進したことによ

り、「児童・生徒会活動を通じて、人間関係や仲間づくりを

促進した活動を実施した」と回答した学校の割合が0.5

ポイント増加した。今後も、各学校等において、全ての児童

生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、取組を

推進する必要がある。

①指導資料を作成し、普及

啓発した。

②取組事例を作成し、普及

啓発を行った。

点

取組

の柱
(2)不登校の子どもを支援する体制の強化

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①学校、家庭、関係機関との連携

による「児童生徒理解・支援シー

ト」の作成と継続的な支援の推進

②予兆への対応を含めた初期段

階からの教育相談の実施等による

早期対応の徹底

③「子ども相談支援センター」での

24時間対応の電話・メール相談、

ＳＮＳを含むＩＣＴを活用した相談窓

口の利用促進

①②「不登校支援ガイドブック」の

作成及び普及啓発による学校及

び市町村教育委員会における不

登校支援の充実（12月）

③「不登校支援ポータルサイト」の

開設及び周知（５月）

①②12月に「不登校支援ガイドブック」を作成し、「不登

校支援ポータルサイト」に掲示するとともに、不登校児童

生徒支援連絡協議会などの機会を通じて周知したことに

より、不登校支援の充実に向けた理解促進を図った。今

後、本ガイドブックを活用した校内研修を充実させるよう

指導助言するほか、不登校支援ポータルサイトをより活用

しやすいページに改善するとともに、引き続き周知していく

必要がある。

③「子ども相談支援センター」での24時間対応の電話・

メール相談、ＳＮＳを含むＩＣＴを活用した相談窓口を「不

登校支援ポータルサイト」により周知した。今後、不登校支

援ポータルサイトをより活用しやすいページに改善すると

ともに、引き続き周知していく必要がある。

①②指導資料を作成すると

ともに、ポータルサイトを開

設し、周知普及した。

③ポータルサイトを開設し、

周知した。

取組

の柱
(3)多様で適切な教育機会の確保

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①市町村による教育支援センター

の設置促進

②教育委員会・学校とフリースクー

ル等の民間団体との連携によるき

め細かな支援の推進

③不登校の子どもたちへの支援に

向けた児童生徒理解の深化を図

る教員研修の充実

①市町村の教育支援センターの実

践事例集の作成及び周知（R4：

46市町村→R5：53市町村）（３

月）

②学校、教育支援センターやフリー

スクール等の職員が参加する不登

校児童生徒支援連絡協議会の開

催（10月400名、２月248名参

加）

③「不登校支援ガイドブック」の作

成及び普及啓発による学校及び

市町村教育委員会における不登

校支援の充実（12月）（再掲）

①教育支援センターの設置促進に向け、市町村の教育支

援センターの実践事例を取りまとめて周知したことにより、

教育支援センターの設置促進を図った。今後は、さらなる

多様な教育機会の確保に向けて、校内教育支援センター

の実践も含めて実践事例を収集し、各学校及び市町村教

育委員会に周知していく。

②オンラインを活用した協議会の実施により、学校、教育

委員会、フリースクール等、多くの参加があった。今後、対

象者ごとの協議会等を開催するなど、内容の充実を図る

必要がある。

③国のこれまでの通知や資料、他都府県の資料等を参考

にし、「不登校支援ガイドブック」を作成したことにより、不

登校支援の充実に向けた理解促進を図った。今後は、本

ガイドブックを活用した校内研修を充実させるよう指導助

言していく。

①実践事例集を作成すると

ともに、ポータルサイトにより

普及した。

②協議会を２回実施し、約

650名が参加した。

③指導資料を作成するとと

もに、ポータルサイトを開設

し、周知・普及した。
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令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①学校と家庭を結んだオンライン

授業や、ＩＣＴを活用した学習教材

の提供など、個に応じた学習機会

の確保

②１人１台端末を活用し、教員やス

クールカウンセラーによるオンライ

ンでのカウンセリングなど、個に応

じた教育相談機会の確保

①「不登校支援ガイドブック」（12

月）、「不登校支援ポータルサイト」

による同時双方向型のオンライン

による授業配信等の実践事例やＩ

ＣＴを活用した学習教材の提供（５

月）

②「不登校支援ポータルサイト」に

よるＩＣＴを活用した教育相談の実

践事例の提供（５月）

①「不登校支援ガイドブック」のほか、実践事例や学習教

材などをポータルサイトに掲載し、活用促進を図ったこと

により、不登校の子どもに対し、オンラインによる学習指導

や教育相談を実施している学校の割合が増加した。今

後、本ガイドブックを活用した校内研修を充実させるよう

指導助言するほか、不登校支援ポータルサイトをより活用

しやすいページに改善するとともに、引き続き周知していく

必要がある。

②実践事例などをまとめたポータルサイトの活用促進を

図ったことにより、不登校の子どもに対し、オンラインによる

学習指導や教育相談を実施している学校の割合が増加

した。今後、本ガイドブックを活用した校内研修を充実させ

るよう指導助言するほか、不登校支援ポータルサイトをよ

り活用しやすいページに改善するとともに、引き続き周知

していく必要がある。

①②指導資料を作成すると

ともに、ポータルサイトを開

設し、周知普及した。

取組

の柱
(4)ICTを活用した適切な支援の推進

点

数
1 点

2.3 1.0 3.3 やや遅れている

５総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

取組の柱（１）魅力あるより良い学校づくりの推進

　○　各管内の指定校における取組が充実するよう指導助言するとともに、各種研修及び協議会等の機会において、指導資料や実践事例を

　　普及することにより、本道における「魅力あるよりよい学校づくり」の取組を推進する。

取組の柱（２）不登校の子どもを支援する体制の強化

　○　不登校の予兆への対応を含めた初期段階から、「不登校児童生徒理解・支援シート」を作成し、共通理解に基づく組織的な支援を推進

　　するなど、不登校児童生徒を支援する体制を強化する。

取組の柱（３）多様で適切な教育機会の確保

　○　学校内外の教育支援センターの設置促進に向け指導助言するとともに、学校と教育支援センター、フリースクール等の民間施設が連携

　　　した支援の充実に向けた協議会の開催など、多様で適切な教育機会の確保に向けた取組を推進する。

取組の柱（４）ICTを活用した適切な支援の推進

　○　不登校により学びや支援にアクセスできない子どもゼロに向け、オンラインを活用した学習支援や教育相談など、ＩＣＴを活用した適切な

　　　支援を推進する。

取組の柱（１）～（４）

　○　道内外の先進事例を調査研究するとともに、指定事業における成果を普及啓発することにより、各学校における共通理解に基づく不登

　　　校支援がより一層充実するよう取組を推進する。

４総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名
施策項目16　教員の養成・採用・研修の一体的な
　　　　　　　　　　 　改革の推進

所管課 教職員育成課（高校教育課、教職員課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　教員の資質能力の向上に向けて、教員養成大学をはじめとする関係機関と連携して教員の養成・採用・研修の一体的な改革

    を進めるとともに、本道において求められる人事配置や研修の充実に取り組む。

○　　教員の採用選考検査の方法等について、不断に見直しを行い、強い使命感や実践的指導力など、教員育成指標を踏まえた

    本道が求める資質能力を十分備えた教員採用に取り組み、安定的な学校体制の構築を目指す。

○　　子ども一人一人の学びを最大限に引き出す質の高い指導ができるよう、教員を目指す学生や教員が継続的に知識・技能を

    習得できるようにする。

○　　大きな時代の変化の中で、社会のニーズに対応するため、多様な知識・経験を持つ学校外の人材と連携した教育を推進し、

    教員の資質能力の向上を図る。

○　 オンラインを活用し、研修の効率化と質の向上を図るとともに、教員がキャリアステージにおいて、主体的に学び続け、資質

    能力の向上に取り組むことができるよう研修環境の改善・充実に努める。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和  年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

3.0

100.0%
4

（道教委）

 登録時期の早期化（９月末）を図

り、辞退者が13名減少した。

　大学３年生等を対象とした特別検

査を実施（12月）し、741名が受検

した。

　教職大学院修了者特別選考を実

施（受検者49名登録者26名）。

　成果はあるものの、教員不足の状

況は変わらないため、今後一層、受

検者数を増やす取組が必要であ

る。

点

ー

個々の教員が校外の各教

科等の教育に関する研究

会等に定期的・継続的に

参加している学校の割合

(%)（小、中） 小84.8

中83.3

87.3 90.4 93.6 96.8 100.0

101.4%

教員採用選考検査の受検

倍率（倍）

2.2

2.4

2.4 2.6 2.8 3.0

4

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

　ニーズに応じた講座の提供や協

議・演習等の工夫による協働的な

学びの充実等を基本方針とした道

教委研修計画に基づき、研修を実

施し、教員が主体的に学び続ける

研修環境の改善が進んだ。

　併せて、研修を分野ごとに可視化

したサポートツール「研修Linkナ

ビ」の提供により、教員の主体的な

研修受講を促進し、校外の研究会

等に定期的に参加している学校割

合が増加した。

小 88.8

中 88.1

点

R5.4

100.0

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

　ニーズに応じた講座の提供や協

議・演習等の工夫による協働的な

学びの充実等を基本方針として、道

教委研修計画に基づく研修を実施

した。

R７.２

教員が道教委の研修に参

加し、その成果を教育活動

に積極的に反映している

学校の割合(%)（小、中）

小95.0

中95.1

(R3)

96.1 97.1 98.1 99.1

点

R７.２

所管課ＨＰ
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３　定性評価
取組

の柱
(1)教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教員養成大学等と連携し、教員

確保や教職の魅力向上、大学にお

ける教員養成等についての取組の

充実

（大学生対象の取組）

①-1　草の根教育実習

　　８月～12月

　　18大学から延べ184名参加

①-2　学習会「教志ゼミ」

　　１月～２月の５回試行

　　３大学19名参加

①-3　学生ボランティアつながるサ

ポート　12月～３月試行

　　２大学　２0名参加

①-4　北海道教員育成協議会

　　８月・２月に計３回実施

①-1　参加者前年度比30名増、教職志望意欲の向上

（参加者アンケート：95.5％）が図られた。宿泊費等の自

己負担を軽減するため、安価な宿泊施設の提供等、自治

体の協力が必要である。

①-2　学校視察・教員との交流を通して、教職志望の喚

起・維持・高揚（参加者アンケート：90％）が図られた。本

格実施に向け、学生のニーズを踏まえたプログラムの作成

や事業設計が必要である。

①-3　学校ボランティア希望に一定のニーズを把握でき

た。学生の学校ボランティア活動の促進に向け教員養成

大学と市町村教育委員会との連携が必要である。

①-4　養成段階の取組の充実に向け、育成指標活用ガイ

ド、実習指導サポートガイドを検討した。両ガイドの活用促

進等、求められる資質能力を身に付けた学生の確保に向

けた取組が必要である。

①現行事業の拡充、新規

事業の試行等、一定の成

果が認められた。

取組

の柱
(2)意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教職人材の安定的・継続的な確

保のため、早期からの教職の魅力

啓発の促進

②潜在的な担い手確保の実施

高校生対象の取組として実施

①-1　教員養成セミナー

　　ＳＮＳ・広報誌・道教委ホーム

　　ページで情報発信

　　北教大・道教委共催

　　オンラインで年６回実施

　　81校　約1,300名参加

①-2　小・中インターンシップ

　　ＳＮＳ・広報誌・道教委

　　ホームページで情報発信

　　　43校 677名参加

   （その他キャリア教育インターン

　　　シップ 　59校 558名参加）

①-3 みらいの教員育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

　　北教大・道教委共催

　　３年生 １校  27名

　　２年生 ８校  76名

    合計 103名参加

潜在的な担い手の確保として実施

②-1民間情報紙やＷｅｂ等、様々

な媒体を活用した募集

②-2 期限付教員希望者（ペー

パーティーチャー）向け説明会

　　10月：100名参加

　　 　2月： 40名参加

　　  ３月：７名参加

①-1　アンケートでは「教職のやりがいやおもしろ味を実

感」したとの回答が97.5％。高校３年間、継続して参加し、

段階的に教職志望を高めるプログラムの充実が必要であ

る。

①-2　アンケートでは「教職への興味・関心が高まった」と

の回答が９８％。各学校に本事業の活用方法等について

啓発を図り、学校のキャリア教育に関連づけた本事業の効

果的な活用を促進することが必要である。

①-3　実施範囲を道北圏域、道東圏域にも拡大、道央圏

域と合わせて３圏域で実施。参加人数の上限の拡大に向

け、教育大や小中学校を設置する自治体との協議が必要

である。

②-1  民間情報誌「ジョブキタ」や民間web「マイナビ」、

「道教委ホームページ」、文科省が運営する「教育人材総

合支援ポータル」などにより教員採用選考検査に係る情

報を提供。どの程度効果があったか測定が困難なことが

課題である。

②-2  説明会への参加者が一定数おり、説明会後の期限

付き候補者の登録数が増加。様々な事由により説明会へ

の参加者が採用に結びつかないこともあるため、引き続き

登録者増に向けた取組が必要である。

①②教職の魅力向上に

関して、ホームページやＳ

ＮＳを活用した情報発信

を進めてきたことにより、

参加者が増えるとともに、

各種事業のアンケート結

果等において、参加者の

教職志望の喚起・高揚が

認められた。

　また、潜在的な担い手確

保について、実施した取

組後に期限付き候補者の

登録数が増加した。

取組

の柱
(3)資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
①選考検査環境の改善

②選考検査の早期化、複数回実施

③様々な特別選考の導入

①登録時期の早期化（R4：10月

11日→R5：９月29日）

②大学３年生等を対象とした特別

検査の実施（12月17日）

③教職大学院修了者特別選考の

実施

①辞退者を減らすため、民間会社内定解禁日(10月１日)

より登録発表時期を早めた結果、R６年4月11日時点の

辞退者は326名となり、昨年度より13名減少した。

②741名が受検

③受検者49名、登録者26名

①～③のとおりの成果はあるものの、教員不足の状況が

続いていることから、更なる取組が必要である。

①～③新たに実施した取

組により昨年度に比べ受

検者が増えたことから進

展は見られるが、目標に

は達していないため、今後

も教員の確保に向けた新

たな取組を実施する必要

がある。
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令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①全道的な教職員構成の適正化

に向け、都市部と郡部間の異動促

進を図るとともに、育成を念頭に置

いた初任者の配置を引き続き実施

②教員育成指標に基づき「個別最

適な学び」と「協働的な学び」の充

実を図るとともに、オンラインなど多

様な方法による効果的・効率的な

研修の実施

①-1地域枠採用の継続（4管内）

①-2 広域人事の実施

②教員の主体的・継続的な学びの

促進を目指す「新たな研修制度」

の趣旨を実現するため、本道の教

員育成指標に基づく道教委研修

計画を策定

①-1　地域枠での受検者31名、登録者16名を確保でき

た。教科や地域に偏りがあることが課題となっている。

①-2　全道的な教育水準の維持や学校の活性化を図る

ため、各学校における更なる年齢構成の適性化が必要で

ある。

②庁内の諸会議等において、本庁・所管機関・教育局と

「新たな研修制度」や道教委研修計画の趣旨等を共有

し、計画に基づき研修を実施。「教員自身が主体的・個別

最適・協働的な学びに取り組む」といった「研修観の転

換」等、「新たな研修制度」における各学校の取組状況や

実態等を適切に把握し、課題等に応じて、制度２年目以降

の施策の充実を図ることが必要である。

①②「新たな研修制度」

初年度において、制度の

趣旨に基づく道教委研修

計画を策定するとともに、

道内の学校教育関係者

に制度の周知・啓発が図

られるなど、一定の成果

が認められた。

取組

の柱
(4)地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施

点

数
1 点

4.0 1.0 5 順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

 取組の柱（１）教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進

　　　　　　　　 （２）意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実

　○　高校生・大学生の教職志望の維持・高揚を図り、教職人材を安定的に確保するため、試行を含めた学習会型・実習型の各事業につい

　　　て、連続性と継続性を重視した一体的なプログラムとして一層の充実を図る。

 取組の柱（２）意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実

　○　「みらいの教員育成プログラム」について、令和６年度は、道北圏域、道東圏域においても３年生用のプログラムを実施し、２年生用の

　　　プログラムを拠点校以外にも拡大する。

 取組の柱（３）資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善

　○　資質能力を備える教員の確保に向けて、更なる受検者増のため、教員免許を所有していない者を含めた社会人を対象とした特別選考

　　　を新設する。また、受検者の確保効果の高かった大学３年生等を対象とした特別検査については、令和６年度も継続して実施する。

　〇　期限付教員希望者（ペーパーティーチャー）向け説明会の定期的・効率的な実施を図る。

 取組の柱（４）地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施

　〇　平均年齢の高い管内と低い管内で教員の人事交流を行う広域人事を引き続き実施する。

　○　「令和の日本型学校教育」を担う教員を確実に育成するため、道内の教員一人一人の「研修観の転換」等、「新たな研修制度」初年

　　　度の課題等を踏まえた道教委研修計画の改善・充実を図るとともに、大学・市町村教育委員会・教育関係団体等と課題等を共有し、

　　　教員研修の充実を図る。

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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